
件 件 件 件

千円 千円 千円 千円

※１：金額総額であり、複数の団体等に交付している場合、個々の団体等への交付額等を示すものではありま
せん。なお、当該年度は当初予算額を記載しております。また、前年度決算額について、補助額の確定が未了
のものは、交付件数および交付決定額を外数として（）書きで記載しております。

26 0年度 年度経過年数

交付先決定方法 　　□　公募

3,886,605

交付対象経費及び
補助金の算定方法等

前々年度

補助開始年度

保健福祉局　総務部
　　　臨時福祉給付金

（ＴＥＬ　711-6991）

 平成２６年４月からの消費税率の引上げに際し，低所得者に与える負担の影響に鑑み，低所得
者に対する適切な配慮を行うため，暫定的・臨時的な措置として給付措置を行うもの。
　
　給付額は，給付対象者一人につき10,000円
　（老齢基礎年金受給者等については一人につき5,000円を加算）

担当課
（連絡先）

補助金名 臨時福祉給付金給付事業費補助金

（公募の場合）
公募時期

       補助金調書

交　付　先

（公募の場合）
応募要件

申請受付期間　　　　　平成26年7月～9月（予定）

（非公募の場合）
非公募の理由

□　個人

基準日（平成２６年１月１日）において，以下の条件を満たした者からの申請に基づき支給
①市町村の住民基本台帳に記録されており，
②市町村民税（均等割）が課税されていない者（市民税（均等割）が課税されている者の扶養親族等を除く。）であり，
③生活保護制度内で対応される被保護者等を除いた者

臨時福祉給付金支給対象者 区分 その他の補助金

　□　定額

年度26

補助金の目的
及び

補助対象事業

延長回数 0

前年度補助事業
の主な実施概要

回

終期を延長する
理由

補助金の終期

【補助対象経費、補助金額の算定方法・考え方】

　・基本分（10,000円）支給額
　　10,000円×（支給対象見込み者数）322,183人＝3,221,830千円
　・加算分（　5,000円）支給額
　　　5,000円×（支給対象見込み者数）132,955人＝　664,775円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【計　3,886,605千円】

補助金交付
による効果

　平成２６年４月からの消費税率の引上げに伴う低所得者に与える負担の影響に鑑み，低所得
者に対し，適切な配慮が行われるもの。

前々々年度交付状況等
【上段：交付件数】

【下段：決算】
（※１）

前年度

（間接補助の場合）
間接補助とする理由
及び再交付先への配

分基準、審査基準

 【間接補助の理由、再交付の配分基準・審査基準】

当該年度


